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漸増型巨大災害リスクに対応する地域防災体制の構築
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＊大阪公立大学 都市科学・防災研究センター

＊＊関西大学社会安全学部

＊＊＊ひょうご震災記念21世紀研究機構 人と防災未来センター

＊＊＊＊兵庫県立大学 大学院減災復興政策研究科

要旨

南海トラフ巨大地震に代表される時間経過とともに発生リスクが増加する漸増型災害

リスクに対して、災害軽減レベルを各時期で設定し、時期に応じた対策を行うことが理想

的であるが、自治体、企業、住民といった地域防災のステークホルダーにおいてその計画・

対策論は確立されていない。本研究では南海トラフ巨大地震の影孵を受ける近畿圏におい

て、自治体、企業、住民を対象に調査やワークショップを実施した。その結果、自治体、

企業、住民いずれも長期間での対策実施には至っておらず、短中期的な対策促進と時系列

評価を加味したリスクマネジメントの必要性が明らかになった。

1. はじめに

1. 1 背景と目的

南海トラフ巨大地震のような海溝型地震の特徴は，

時間の経過とともに発生リスクが増加する「漸増性」

にある。リスクが増えていく以上，被害軽減レベル

を各時期で設定し直し，時期に応じた対策実行を行

うことが理想的な防災計画であるが，地域防災のス

テークホルダーである行政機関，企業，住民におい

てその計画・対策論が確立されていない。 「南海ト

ラフ地震が 年以内に ％の確率で発生する」とい

った発生確率の評価をどのように解釈し，計画・対

策に生かしているかも明らかになっていない。これ

らの現状を踏まえ，本研究では近畿圏を中心に漸増

型災害リスクに対応した地域防災体制の課題を明ら

かにするため，自治体，企業，住民の者のステーク

ホルダーを対象に調査やワークショップを実施した。

発生が確実視されるものの，具体的な防災計画・対

策論が不十分な南海トラフ地震対策において，ステ

ークホルダーごとに課題を明らかにし，中長期的な

対策を促進に資する知見を得ることを目的とした。

1. 2 研究方法

研究期間は 年度と 年度の年間であった。

年度は地域防災のステークホルダーである自治

体，企業，個人に対して調査を実施し，南海トラフ

を見据えた防災対策の現状と課題を明らかにした。

年度は調査結果のさらなる分析を進めるととも

に，ステークホルダーが参画するワークショップを

開催し，漸増型巨大災害リスクに関する課題の共有

とモデル的な地域防災体制を提案した。

1. 3 研究体制

幅広い分野の研究者を擁する自然災害研究協議会

近畿地区部会の幹事を中心に表に示す研究体制を

構築し，研究を進めた。

2. 自治体の漸増型災害リスクヘの取組

2. 1 背景と目的

年に改正された「南海トラフ地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法（以後南海トラ

フ法）」 （ 年）による地震防災体系では，地震

防災対策推進地域の自治体はそれぞれ計画策定をす
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表1 研究体制 (2022年3月時点）

氏名 所屈・職名

生田英輔 大阪市立大学大学院生活科学研究

（研究代表者） 科・准教授

越山健治 関西大学社会安全学部・教授

寅屋敷哲也
ひょうご震災記念 21世紀研究機構

人と防災未来センター・主任研究員

紅谷昇平
兵庫県立大学大学院減災復興政策研

究科・准教授

西野智研 京都大学防災研究所・准教授

牧紀男 京都大学防災研究所・教授

荒木進歩 大阪大学大学院工学研究科・准教授

橘伸也
神戸大学都市安全研究センター・准教

授

辻岡綾
同志社大学インクルーシブ防災研究

センター•特定任用研究員

照本清峰 関西学院大学建築学部・教授

藤本将光 立命館大学理工学部・准教授

ることになっている。この発端は 年制定の「東

南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法（以後東南海・南海法）」であり，大綱

の決定（ ），基本計画の作成（ ），地震防

災戦略の策定（ ）がなされた。その後， 年

東日本大震災の教訓を踏まえ，現行特別措置法のも

と，各都道府県・市町村で推進計画が作成されてい

る。この改正により従来の「東南海・南海地震」 「東

海地震」を対象とした推進基本計画，地震防災戦略

は廃止されている。

この南海トラフ法の推進計画において具体的目標

が掲げられている。目標年限は 年間（ ） 

であり，概ね人的被害を割減，物的被害を割減と

示している。各自治体の推進計画もこの具体的目標

を念頭に計画策定がなされている。

一方で，内閣官房が中心となり国士強靱化甚本法

（ ）が制定され，この中に「人命の保護が最大

限図られる」等，社会資本対策に関係する防災対策

が書き込まれており， 自治体における国土強靱化計

画に一部の防災対策および地震防災戦略が内包され

るようになった。さらに各自治体では，これらと整

合させる形で，または別の形で，地震防災戦略やア

クションプランと呼ばれる計画を策定し，地域の地

震ハザードリスクに応じた対策を推進している。そ

の結果，南海トラフ地震防災対策推進地域ではさま

ざまな防災戦略やアクションプランが混在している

状況である。

南海トラフ地震に焦点をあてた計画は，対象とな

るハザードはプレート境界型巨大地震である。プレ

ート境界型巨大地震が持つハザード特性の一つとし

て，時間が経過するにつれて地震発生確率は高まっ

ていくことがある。そのためこの地震対策に対する

戦略計画・アクションプランは，ハザード確率の上

昇とともに段階的な計画の推進が必要となる。これ

らの実態について計画上どのように扱われているか，

またこのようなリスクの漸増性を地域計画に展開す

る方法について試行することを調査の目的とする。

具体的には，①関西•四国の自治体における地震防

災計画の策定実態の調査，②市町村における将来リ

スクを考慮した計画策定の試行，を実施した。

2.2 調査概要

本研究では，関西及び四国の 府県 市町村を対

象とした質間紙調査を 年月に実施した。質問項

目は，地域防災計画，南海トラフ地震防災対策推進

計画，地震防災アクションプラン・戦略計画の 3計

画について，計画の有無・ 公表の有無・計画作成

方法等である。回答自治体数は，府県で 自治体

（ ％），市町村で 自治体（ ）となってい

る（表 ）。本調査の実施にあたり，情報収集につ

いては株サーベイリサーチセンターに委託してい

る。

また府県レベルの地震防災アクションプラン・戦

略計画について， 年と 年の策定資料を

検索およびヒアリングにより収集し，分析を行った。

2. 3 調査結果

災害対策基本法に定められている地域防災計画に

ついては，対象とした全自治体で「有り」との回答

を得た。そのうち における公閲状況は，府県で

％であるが，市町村では ％であり全面公開と

はなっていない。

南海トラフ地震防災対策推進計画の作成状況では，

府県レベルでは作成されているものの，すべての市

町村における作成には至っていないことがわかった。

なお計画の記述方法は， 「地域防災計画への追加」

が都道府県で全て，市町村で を占めている。こ

れは，南海トラフ特措法第条項の規定で「基本計

画を基本として地域防災計画の中に作成するもの」

と位置づけていることが理由と考えられる。

地震防災アクションプラン・戦略計画の作成状況

等を調査した結果，府県では存在しているものの，

市町村における作成状況は低い値となっている。「有

り」の 市町村のうち，和歌山県内市町村が 市町

村であることから和歌山県において計画作成が推進
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されていることがわかった。また内容をみると，必

ずしも南海トラフ巨大地雲だけを対象としているわ

けではなく，各地域の直下型地震等も踏まえた具体

的減災目標を設定しているものもある。またこれら

アクションプラン・戦略計画は，取組計画を「 年」

と設定してH標値を設定し，各部局の事業計画に落

とし込み，評価検証するしくみで動いているところ

が多く見られた。さらに市町村計画は，府県の目標

値・事業計画を踏まえて計画策定を行っていること

から，市町村の計画率については府県の指導力が強

く働いていることが考察できる。

関西•四国の府県における地震防災アクションプ

ラン・戦略計画を収集し， 年時点および 年

時点の資料を確認できたものについて内容変化を分

析した（表）。

計画年限および内容から， 年時点では東南

海・南海法に基づく計画が中心になっており，

年を目標年限としていること，概ね 年程

度の戦略計画を作成していることが見てとれる。

年時点の計画は，南海トラフ法に基づくものと

なり新たに 年計画を立てているもの，継続的に計

画更新を行っているもの，新たな計画策定を行わず

進捗管理を推進しているもの等，さまざまな形が現

れている。特別措置法という垂直型に体系化される

計画でありながら，基本的に現場レベルの防災対策

は自治体が中心となって計画・実行する実態があり，

現場レベルの計画を精査することが難しいといえる。

また，先に記したように国の南海トラフ法の推進

計画では 年を目標に人的被害割減，物的被害

割減を掲げている。これらを府県のアクションプラ

ン・戦略計画でどのように位置づけているかを見る

と，物的被害について数値目標の設定をしている自

治体は大阪府のみであった。また人的被害について

も府県のみ計画で明記している，人的被害の目標設

定は， 「限りなくゼロ」から「 ％減少」まで差が

ある。ただしさらに具体的な施策の目標設定および

現状数値を見る限り， 年に目標を達成すること

は困難であることが見てとれる。国自体のフォロー

アップ調査結果（ 年）を見ても，全国の集計結

果として 年時点で人的被害が ％減，物的被害

が ％減と達成目標にほど遠い結果となっており計

画の実効性が問われるものとなっている。

これらの計画は南海トラフ法への改正や国士強靱

化法の制定により計画の性質が変化しており，計画

比較による対策の進展状況を分析することが難しい

内容となっているが， さらに自治体の計画自体の扱

いに差異が生じており，そのことが自治体内での進

捗管理および計画策定の困難性の原因となっている

ことが考察される。また，南海トラフ地震の発生確

率が上昇していることを踏まえた計画策定の数値目

標の変化，対策項目の変化については捉えることが

できず， リスクの漸増性を踏まえた戦略計画の展開

とはなっていない。

表2 府県の地震防災アクションプラン・戦略計画
2011年時点 計画名 計画年度 人的被害 物的被害

二重県 第二次三三地蚕対策アクションプログラム 2007-2014 (10) 半減 半減

滋賀県 滋貿県地蚕防災プログラム 2004-2013 (10) -

京都府 京都府戦略的地展防災対策指針 2009-2018 (10) -

大阪府 大阪府地匿防災アクションプラン 2008-2017 (10) 半減 半減

兵庫県 く入手できず:>

奈良県 奈良県地蚕防災対策アクションプログラム 2006-2015 (10) 半減

和歌山県 和歌山県地震防災対策アクションプログラム 2007-2015 (9) 半減

香川県 香川県地腰防災対筑目標 2007-2015 (9) ゼロに近づけ,-

徳島県 徳島県地室防災対策行動計画 2006-2015 (10) ゼロ

愛媛県 く入手でぎず＞

高知県 高知県南海地要対策行動計画 2009-2014 (6) I -

2021年時点計画名 計画年度 人的被害物的被害

至垂里I;：戸呈吾：：；；；；三三三：：：： プログム 言言き三詞三亘；正1：ね4：：：50％減少
奈良県

和歌山県

香川県

徳島県

愛媛県

高知県

＜奈良県国土強靱化アクションプランヘ＞

（和歌山県地震防災対策アクションプログラム 総点検） 2015-

香川県南海トラフ地罠・津波対笙行動計画 2021-2023 (3) |ゼロに近づけ•一

とくしまー0作戦地室対策行動計画

えひめ展災対策アクションプラン

高知県第4期南海トラフ地要対策行動計画

2011-2022 (12) ゼロを目指す一

2015-2024 (10) 180％減少 ー

2019-2021 (3) (47％減少 ー

2.4 市町村における将来リスクを考慮した計

画策定の試行

2. 4. 1 将来被害想定

時間の経過とともにリスクが増加する「漸増性」

という特徴を持つ，海溝型地震の災害リスクに対応

した地域防災体制の構築を目的として，地震及び津

波の漸増型災害リスクに対応した地域防災体制の課

題を，ハード・ソフト面の対策及び住民の行動・意

識の面から明らかにし，中長期的な視野を持つ戦略

的な地域防災体制の構築を試行する。本活動では，

市町村を対象として（町とする），具体的な地域計

画（防災アクションプランや事前復興等）の骨格，

社会情勢の変化（人口•世帯状況）と被害推定，さ

らに計画の進展シナリオをもとに，直前期•発災期

に考え得る計画案について，行政職員の現状認識お

よび意見を収集・分析し，戦略目標の設定と戦略に

応じた実行計画骨子の作成手順を試行した。

町について，将来被害想定の算出にあたり，将

来人口予測結果を使用した。国士数値情報として公

開している将来推計人ロデータは メッシュの

粗いデータであるため，本業務では国上技術政策総

合研究所が公開している「将来人ロ・世帯予測ツー

ル （ 国勢調査対応版）」 （参考：

）を用

いた。また本ツールを用いることで将来人口•世帯

数を の細分メッシュに配分することができる。

なお，将来被害想定の算出に使用するデータは

メッシュであるため，将来人口予測結果についても

同メッシュにして で可視化した。

さらに将来人口予測結果の推移に基づき，被害想
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定結果に対して按分した結果を将来被害想定とした。

被害想定は，全壊建物棟数のみを対象とした。計算

結果を で整理し将来被害想定図を メッシュ

で可視化した。

その結果町では，被害量が半減すること（図），

被害発生領域が小さくなること（図～）が示され

た。中長期の地域計画を踏まえた対策を考える上で

有用な情報である。

（棟）

2.500 

2.000 

1.500 

1.000 

500 

将来被害推移

゜ 2014年 2020年 2030年 2040年

図 町の将来被害推移

図 年の被害想定（ 棟）

牛••久●● 人

図

図

年の将来被害想定（

年の将来被害想定（

棟）

棟）

図 年の将来被害想定（ 棟）

2.4.2 ワークショップによる計画の策定
町において以下の概要でワークショップを実施

した。

・開催日時： 年月 日（木）

・開催場所： 町役場庁舎階大会眺室

・参加者：町職員人、研究者人（ファシリテー

ター人，グループワーク指導人）、 補助スタッ

フ人（テーブルファシリテーター人，記録係人）

ワークショップは説明，グループワーク，発表共

有の順で行った。まずファシリテーターが， で

分析した将来被害変化を用いて問題意識・目標につ

いて説明を行った。本ワークショップで共有してお

きたい目標として「町の地震・津波被害を最小限に

すること」を提示した上で， つの詳細目標を参加者

全員で共有した。

．できることなら人的被害をに近づける

．できることなら財産被害をに近づける

・できることならまちの機能を維持する

．できることなら早く復旧して日常を取り戻す

次に， 「シナリオプランニングの検討」と「シナ

リオごとの計画の検討」をグループワークで実施し

た。シナリオプランニングでは由良町にとっての

（強み，良いところ）， （弱み，悪いところ），

（チャンス，追い風）， （脅威，向かい風）のそれ

ぞれについて付箋に書き込み可視化した上で， 法
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を用いたグルーピングを行った。

その後， の付箋のグルーピングのタイトル

を書いた付箋を別途集めて， ～つの将来シナリオ

を考える。シナリオは表 のように外部環境として

の追い風・向い風と内部環境としての良い点・不利

な点のマトリックスで検討する。

これらの結果をもとに，基本計画と戦略について

グループ内で議論した。

ワークショップにより地震発生の可能性が近づく

（リスクの漸増性）ことが， 分析に直接影響

を及ぼすことはなかったが，その後の戦略計画の策

定過程で議論した中で影響を及ぼした。それらを踏

まえて以下の点で考慮されたことを成果として記す。

ア自ら考案したシナリオに基づいた戦略作成手

順を踏まえて計画を作成すると，次回見直す際に発

生が間近に迫っているという感覚でシナリオを書き

換えることができ，それが計画の具体的な変化につ

ながる。

イ戦略を考える際にどの程度時間がかかるかを

考慮すると，早くできることと時間がかかることの

優先順位が必要になることを認識できる。

ウ 「防災対策」が残された時間や，リスク認知に

よって変化することを意識して計画作成を行うこと

の必要性を感じることができる。

3. 企業の漸増型災害リスクヘの取組

連携型事業継続力強化計画を策定した中小企業へ

の質間紙調査を実施した。

3. 1 調査方法

中小企業に対しては， 年に中小企業強靱化法

が制定され，中小企業における防災・減災の取組を

事業継続力強化計画として国が認定を開始した。そ

こで，複数の事業者が連携して取り組む連携型の事

業継続力強化計画を策定した企業へ，事業継続や防

災対策における状況やリスクヘの考え方等について

郵送によるアンケート調査を実施した。

なお，中小企業は，大企業と比べて防災対策が進

んでいないとされるが，今回の調査対象は，既に災

害対応や事業継続への対策に取り組んでいる企業で

ある。本アンケート調査は，そのような積極的に防

災対策に取り組む企業の特徴や考え方を明らかにす

ることを目的としており，中小企業全体の母集団を

代表したサンプリングではないことには留意する必

要がある。

3.2 結果

3. 2. 1 事業継続や防災対策で重視している点

事業継続や防災対策にあたって重視していること

は， 「社員の安全性」が ％と最も多く，次いで「経

済的損失の軽減」（ ％）， 「社会的責任」（ ％）， 

「地域の安全性」 （ ％）などと続いている。中小

企業でも，自社のことだけでなく，社会的責任や地

域の安全性を考慮し，防災対策を行っていることが

分かる。

3. 2. 2. 事業継続や防災対策での課題

事業継続や防災対策での課題としては， 「ノウハ

ウ」 （ ％）， 「社員の防災意識の不足」 （ ％）， 

「費用」 （ ％）といった，これまでの類似のアン

ケート調査で挙げられている内容が上位を占めてい

る。さらに，これらに次いで， 「サプライチェーン

の企業等との連携」や「同業種の企業等との連携」

など企業どうしの連携や「リスクの情報不足」が挙

げられている。

3.2.3 想定しているリスク

連携型事業継続力強化計画で想定しているリスク

としては， 「洪水・浸水害」が ％で最も多く，こ

れに「内陸直下型地震」， 「感染症の流行」， 「南

海トラフ地震」と続いている（固）。なお，対象は

全国の中小企業であり，近畿圏の上場企業を対象と

した の調査とは，対象地域が異なることには留意

が必要である。また「ライフライン（電カ・水道）

の途絶」や「通信（インターネット・電話）の途絶」，

「部品・材料の不足・仕入停止」のように，ライフ

ラインやサプライチェーンがストップするリスクを

想定している中小企業も，一定数存在している。

0% 20% 40% 60% 80% 

洪水・浸水害

内陸直下型地農

感染症の流行

51% 

47% 

南海トラフ地震 ー 46%

ライフライン（這力•水道）の途絶ー40%

道路・交通・物流網の途絶 ー 38%

事故・火災 一 34%

通信（インターネット・鷺話）の途絶 一 29%

土砂災害 一 27%

雪害 一 24%

海溝型地震（南海トラフを除<) - 22% 

部品・材料の不足・仕入停止 一 21%

風害 一 18%

取引先企業の倒産・事業中断 一 17%

高潮災害 一 14%

火山災害 一 10%

サイバー攻撃 一 6%

地球温暖化等の気候変動 一 6%

大気・土壌•海洋汚染等の環境リスク ー 4%

テロ・紛争・ミサイル攻撃 I 2% 

個別のリスクを特定していない I1% 

64% 

図 連携型事業継続力強化計画で想定しているリ

スク（複数回答） （全社， ） 
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3. 2.4 災害や危機の想定で考慮する条件

事業継続・防災対策のため，災害や危機を想定す

る際に， どのような条件を考慮するか， 「非常に考

慮する」，「やや考慮する」，「あまり考慮しない」，

「全く考慮しない」， 「分からない」のつの選択肢

で質間し，そのうち「非常に考慮する」， 「やや考

慮する」を選択した比率を，図に示す。

これをみると， 「今後，数年で発生する可能性」，

「発生した場合の被害の大きさ」， 「近年の災害・

危機の発生状況」では， 「非常に考慮する」の割合

が ％を超えている。また，今後の発生確率が低く

なるにしたがって， 「非常に考慮する」の割合も減

っており， 「今後，数酉年で発生する可能性」につ

いては， 「非常に考慮する」が約割， 「やや考慮す

る」を含めても約割にとどまっている。中小企業が

災害や危機を想定する際，発生確率や発生時の被害

の大きさが影響しており，正しくリスク情報を提供

することが重要だと考えられる。

今後、数年で発生する可能性

I 
今後、数十年で発生する可能性 柚闊'ilil'＇＇＇''＇＇''ilil'＇|

今後、数百年で発生する可能性 扉扉員 ・：―： | 

国や業界団体のガイドライン 靴薗餓梱靴薗
I 

取引先の意見

図非常に考慮 ロやや考慮

図 災害や危機の想定で考慮する条件（単一回答）

（全社， ） 

3. 3 企業調査まとめ

連携型事業継続力強化計画に取り組む中小企業へ

の調査では，防災対策で災害や危機を想定する際に

は，発生頻度の違いを考慮する傾向があり，今後数

年～数十年で発生する災害に体しては約 ％が考慮

すると回答したのに対して，今後数百年に一度程度

の災害を考慮する回答したのは約 ％にとどまった。

また，発生頻度に加えて，発生した場合の被害の大

きさや近年の災害・危機の発生状況も考慮して，防

災対策に取り組んでいることが明らかになった。

4.住民の漸増型災害リスクヘの取組

4. 1 調査目的

住民が個人レベルで将来発生しうる災害をどのよ

うに意識して、対策を実施しているのかは、個人差

が大きいと考えられる。住民の生活を脅かすリスク

は自然災害だけではなく、多様なハザードの生起確

率や自身の被害確率を把握することが必要である。

とくに南海トラフ地震のような漸増型災害リスクを

住民がどのように認知しているかは、自治体の地域

防災に大きく影響を与えると考えられる。また，災

害対策行動も現時点での実施の有無だけではなく、

将来の実施予定とその時期，将来わたって実施する

意向予定のない行動（必要でないとみなされる行動）

もあり、本研究で把握することにした。本研究では

南海トラフ地震の被災が想定される大阪府および和

歌山県の沿岸地域の住民に対して，南海トラフ地震

の発生確率が発表されている 年間を時系列で想定

した調査を実施し， リスク漸増型災害に対する個人

の意識と対策の関係を明らかにすることを目的とす

る。

4.2 調査方法

南海トラフ地震の被災が想定される地域に居住す

る個人の南海トラフ地震や他の災害への意識，対策

の実施状況を把握するために， 年 月 ～ 日

にアンケート調査を実施した。調査方法は 調査

として，株式会社クロス・マーケティングに委託し

た。対象地域は南海トラフ地震の津波被害が想定さ

れる大阪府の沿岸地域（ 区市町）および和歌山県

の沿岸地域（ 市町）の住民である。目標回答件数

は 件であり，当該地域の人口比にしたがって，

和歌山県が 件（ ％），大阪府が 件( %) 

に設定した。

4.3 調査内容

調査内容は個人属性，災害への不安や経験，災害

対策（ 種），災害の生起想定（南海トラフ地震，

内陸直下型地震，特別警報級台風の種），災害によ

り被害を受ける想定（南海トラフ地震，内陸直下型

地震，特別署報級台風，交通事故の種），南海トラ

フ地震発生時の津波の想定や避難判断，分散避難へ

の意識で，計 間である。これらの質問のうち，時

間を含む質間は，災害対策，災害生起想定，災害被

害想定である。具体的な質問における時間表現は，

災害対策では「すでに実施している」 「今後 分以

内に実施する」 「今後ヶ月以内に実施する」 「今後

ヶ月以内に実施する」 「今後年以内に実施する」

「今後年以内に実施する」 「今後年以内に実施す

る」 「今後年以内に実施する」 「今後年以内に

実施する」 「今後 年以内に実施する」 「実施する

予定はない」の区分で，それぞれ～ ％を ％刻

みで選択してもらった。災害生起想定，災害被害想

定では「今すぐ～今後分以内」「今後分～ヶ月

以内」 「今後～ヶ月以内」 「今後ヶ月～年以内」
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「今後～年以内」

年以内」 「今後

の区分でそれぞれ～

もらった。

「今後～年以内」 「今後～

年以内」 「今後 ～ 年以内」

％を ％間隔で選択して

4.4 調査結果

4. 4. 1 不安に感じる災害・被災経験

自宅で不安に感じる災害の回答結果を表に示す。

最も高い比率となったのは「台風の暴風」であった。

年台風 号の被害を受けた地域が含まれ，暴風

被害の記憶が影響している可能性が高い。次に内陸

直下型地震も裔い比率であり， 年大阪北部地震

や阪神・淡路大震災の影響が考えられる。大阪市周

辺では上町断層帯地震が広く知られているものの，

一般的に示されるハザードマップでは本調査の対象

である沿岸地域を通る断層は少ないが，回答者の不

安は大きいことがわかった。一方，大阪湾の地域で

は，室戸台風・第室戸台風による高潮被害が歴史的

には知られているが，回答者で高潮を不安と考える

人は％であった。先述した台風 号でも顕著な潮位

上昇があったが，防潮設備により市街地への浸水は

少なく，高潮の被害はイメージしにくい現状である

ことがわかった。

また， 自然災害の経験では，

最も多く ％であった。

「被災経験なし」が

4.4. 2 災害生起想定確率

南海トラフ地震，内陸直下型地震，特別警報級の

台風の想定生起確率の平均推移を図～ に示す。想

定時間は「今すぐ～今後 分以内」から「今後

年以内」の区分であり，回答者には全ての時間範

囲における生起確率を ％間隔で回答してもらった。

集計にあたっては， ％， ％以外は ％間隔の中

央の値を代表値として計算した。

南海トラフ地震では「今すぐ」と考える人が割程

度おり，内陸直下型地震でも同様であった。時間と

ともに確率は漸増していき， 年と～年でやや傾き

が変わり，その後 年に向けて増加傾向にあった。

政府発表の「今後 年以内に ％の発生」と単純に

比較することはできないが，個人レベルでは今後

年の期間において南海トラフ地震が発生すると

いう認識の平均は約割である。

内睦直下型地震も南海トラフ地震と同じ傾向であ

るが，現在から近い時間での生起確率は南海トラフ

地震より高い傾向にあった。

特別薯報級台風ではヶ月と力月～年の間で確

率が急増しており，これは調査時期と台風シーズン

との期間を反映していると考えられる。

表 自宅で不安に感じる災害（複数回答）

人数 比率（％）

台風の暴風

台風の豪雨

高潮

台風以外の豪雨

内陸直下型地震（断層を原因とする

もの）

海溝型地震（プレート境界地震）

津波

河川氾濫

土砂災害

火災

液状化

不安に感じる災害はない

その他

586 

376 

50 

214 

573 

474 

242 

231 

105 

385 

95 

92 

38 

58.6 

37.6 

5.0 

21.4 

57.3 

47.4 

24.2 

23.1 

10.5 

38.5 

9.5 

9.2 
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図 南海トラフ地震想定生起確率の推移
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図 内陸直下型地震の生起確率の推移
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図 特別警報級台風生起確率の推移
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4.4. 3 災害対策と時期

災害対策と実施予定の時期の関係を尋ねた。図

に結果を示す。 「すでに実施している」が最も多い

のは「一時避難場所等・避難ビルの位置の確認」で

人（ ％），次いで「一時避難場所等・避難ビ｀

ルまでの経路の確認」で 人（ ％）であった。

一方で「実施する予定はない」が最も多いのは， 「災

であると認知されており地震とは明確に異なる発生

確率であった．また，ハザードの生起と，ハザード

によって自身が被害を受けるかの認識には乖離があ

り，一般的なハザードの生起リスク情報の星示のみ

ならず， 自身の被災リスクの認知を促進することが

対策行動につながる可能性が示唆された．

害リスクの低い地域への引っ越し」で 人（ ％）， 5. まとめ

次いで「住宅の耐裳改修・建替」で 人（ ％） 

であった。調究対象は浸水想定地域を含んでおり，

避難関係は早めに対策を実施する意向が強いが，防

災訓練や日分の備蓄はあまり進んでいないことが

わかった。

一弓迂駐喝所弄・主駐ピルの位宣の項に

＿弓走転場所等・毛茫ピルまでの荏諸の玉民

3三分の良94等の償寄

コ宅局辺の水喜写の危険性の云E

家族内で災蒼閂の対応そ屯むすること

地歪•水喜伊険 （＃済 ） への加入

災喜遭荏メール・アプ，)への登抒

茫歪.,の京具転劉坊止のための面定

ヨ宅厠辺の過テの；；；畜の項認

ほ湯や字校での防災日愕へのを加

地域での防入●1氾への云加

7そ分の食和等の償寄

住宅の耐震改修 ・這彗

入蓄リスクの但い地ぼ＾の引っ忘し

・すでに零玉している ●今すぐー今<¥30分以内に写茫する •全t3 1分-1ヶ月以内に零兌する
・今及2,月-6'月以内に宴完する ●今 9月ー 1三以内に冥克する ・全及2-3三以内に宴名Tる
.女~• 4-5,e以内に宴全する •今iH-IOE以内に零控する 今r.ll-2 0王以内に雰名でる
今"'l-3O,S以内に寡茫T• 宴だする子てはなし

図 防災対策実施の有無及びその予定

4. 5 住民調査まとめ

住民個人にとって南海トラフ地震は多様な自然災

害ハザードのなかの一つに過ぎず， 年以内発生確

率などの科学的知見に基づきリスクを認知し，対策

行動に繋がっているとは限らないことがわかった．

地震学的には発生確率やメカニズムも異なる内陸直

下型地震も海溝型地震も個人にとっては同じ地震で

あり，そのリスク認知にも大きな差がない．一方，

台風は年周期で季節性をもって発生するハザード

本研究で実施した調査により明らかとなったステ

ークホルダーごとの漸増型災害リスクに関する知見

は以下のつである．

（） 自治体では南海トラフ地震の発生確率が

上昇していることを踏まえた計画策定の数値目標，

対策項目の変化は捉えることができず， リスクの漸

増性を踏まえた戦略計画の展開とはなっていない

（） 上場企業では被災経験が南海トラフ地震

への対策促進に影聾するが，一部の戦略・長期計画

を有する企業以外は対策が進捗していない

（） 中小企業では，今後数年～数十年で発生す

る災害は考慮されているが，今後数百年に一度程度

の災害を考慮する企業は少なく，頻度より被害程度

を重視している

（） 住民では，災害全般の中でリスク漸増型災

害の特徴は意識されておらず，長期的に対策を進め

る傾向にはなく，コストの低い対策が重視されてい

る

これらの結果を踏まえ漸増型災害リスクに対応し

た地域防災体制を検討する．自治体では，次の 年，

～ 年， ～ 年でどのような防災対策を切り替

えながら進めていくかという視点が必要であるが，

現状の地域防災計画の枠組みでは盛り込むことは難

しい。そこで，地域防災計画とは別の地震防災戦略

が立てられたものの実効的な運用にはほとんど至っ

ていない。南海トラフ地震のような巨大災害に対し

て，企業は単体では動きにくく業界団体や自治体の

動向を見ており，企業のニーズに合った情報提供が

今後重要となる。一方で，企業では （事業継続

計画）の策定は拡大しているが， に漸増型災害

リスク評価を組み人れいくには，ガイドライン等の

整備が課題である。住民では，長期的な視点での防

災対策以前に，短期的な防災対策の促進が課題であ

ると同時に，漸増型災害リスクを含む災害そのもの

のメカニズムの理解とリスク認知の促進が課題であ

る。

自治体，企業，住民という地域防災のステークホ

ルダーそれぞれが漸増型災害リスクに対する課題を

抱えている中，今後必要とされるのは，それぞれの

立場でのリスクマネジメントにおいて， リスクの相

-96 -



BCP

 

  

 

 

 

対評価に時系列評価を加えることである。すなわち，

被害の大きさと発生時期に応じたリスクマネジメン

トのモデルが必要とされている。具体的には，発生

確率が高くない時点まではリスク保有や移転で対応

し，発生確率が上昇する時点からはリスク回避で対

応するといった段階的な戦略である。このような戦

略が，自治体における地域防災計画や地震防災戦略，

企業における ，住民における地区防災計画や防

災マニュアルの基盤となることで，それぞれのステ

ークホルダーが南海トラフ地震発生までの期間に何

をすべきかが理解し連携することで，漸増型災害リ

スクに対応した地域防災体制が構築できる。

本研究では，具体的な漸増型災害リスクに対応し

た戦略モデルの呈示と検証には至っておらず，今後

の課題とする。
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